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平成２３年度　実施計画書
（研究機関名）○○法人××大学
１　研究開発の内容

（１）研究課題名及び受付番号
○○○○××××の研究開発（000000000）

（２）目的［本研究課題を分担実施する部分を含む］
本研究課題全体の最終目的を記載（本研究課題の研究分担者のみが所属する研究機関にあっては、研究代表者の所属する研究機関と同じ記載内容とすること）
（３）年次目標［本研究課題を分担実施する部分を含む］
本研究課題全体の平成２３年度の目標（論文、特許などの外部発表、研究開発するシステムの性能などの具体的な数値）を記載（本研究課題の研究分担者のみが所属する研究機関にあっては、研究代表者の所属する研究機関と同じ記載内容とすること）
（４）実施体制

①　研究担当者

研究担当者ごとに、氏名、所属部署名、e-Rad研究者番号及びエフォートを記載
②　委員会委員

委員会ごとに、委員会名及び構成委員名を記載
（５）実施内容

本研究機関の平成２３年度における実施内容（論文、特許などの外部発表、研究開発するシステムの性能などの具体的な数値）を記載（本研究課題を複数の研究機関が分担して実施する場合には、本研究機関が担当する実施内容を記載）
（６）実施場所

（７）期間（平成２３年度分）
契約締結日から平成＊＊年＊＊月＊＊日まで
２　経費の支出区分

	　　　　　　　　　項　　　　　目
	
	金　額（円）

	Ⅰ　物品費
	
	

	Ⅱ　人件費
	
	

	Ⅲ　その他経費
	
	

	小計：直接経費（Ⅰ～Ⅲの総額）
	
	

	Ⅳ　間接経費
	
	

	Ⅴ　総　額（Ⅰ～Ⅳの和）
	
	


平成２３年度　予　算　計　画　書
（研究課題名及び受付番号）○○○○××××の研究開発（000000000）
（研究機関名）○○法人××大学
（単位：円。千円未満は端数切捨。）

	項　　目
	積　算　内　容
	　金額（円）

	Ⅰ　物品費＜税込み＞


	（例）

	

	１　備品費
	機器名　　　　(単価・個数・購入時期を記載)
	**,***

	２　消耗品費
	機器名　　　　(単価・個数を記載)
	**,***

	３　保守費
	機器名　　　　(単価・個数を記載)
	**,***

	４　改造修理費
	機器名　　　　(単価・個数を記載)
	**,***

	５　リース・レンタル費
	機器名　　　　(単価・個数・期間を記載)
	**,***

	小　計
	(千円未満は端数切捨)
	①   ***,***,000

	Ⅱ　人件費＜税込み＞


	
	

	１　研究員費
	○○　○○（研究者氏名）　　　　*,***円　×***時間　×1.05
○○　○○（研究者氏名）　　　　*,***円　×***時間　×1.05
	**,***
**,***

	２　研究補助員費
	研究補助員Ａ　　　　　　　　　　*,***円　×***時間　×1.05
研究補助員Ｂ　　　　　　　　　　*,***円　×***時間　×1.05
	**,***
**,***

	小　計
	(千円未満は端数切捨)
	②   ***,***,000

	Ⅲ　その他経費＜税込み＞


	
	

	１　光熱水費
	光熱費　　　　　 *,***円　×○ヵ月
	  **,***

	２　旅費・交通費
	(東京－大阪間) 　*,***円　×*人・回
	  **,***

	３　設備施設料
	*,***円　×**時間
	  **,***

	４　委員会経費
	*,***円　×**人
	  **,***

	５　委員調査費
	○○○○に関する調査　　*,***円
	  **,***

	６　報告書作成費
	印刷・製本代等
	  **,***

	７　その他特別費
	研究協力者謝金　　*,***円　×***人　

学会参加費　　　　*,***円　　　　　　※詳細にご記入下さい
	  **,***

  **,***

	小　計
	(千円未満は端数切捨)
	③   ***,***,000

	直接経費＜税込み＞
	Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ
	④＝①＋②＋③


（単位：円） 
	Ⅳ　間接経費＜税込み＞
	(Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ)×α％        　　　  (端数切捨しない)
	⑤＝④×α％


（単位：円）

	Ⅴ　総額＜税込み＞
	Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ             　　　 (端数切捨しない)
	⑥＝④＋⑤


(注1) Ⅰ～Ⅲの各項目の金額は、消費税込みの額を記入して下さい。

(注2) 人件費の時間単価は、原則として総務省が別に通知する人件費標準単価表を用いること。標準単価表を用いない場合の時間単価については、時間単価の根拠となる資料を添付すること。
(注3) 人件費や海外での宿泊費・交通費など、実際には消費税のかからない「日本国内の課税取引に係る仕入れ額以外の仕入れ額」であっても消費税５％を加算して記入して下さい。

(注4) 間接経費は直接経費の３０％が上限です。３０％を使用する場合は「α」に「３０」と記載して下さい。ただし、間接経費の受取を辞退する場合は「０」を記載し、機関内の規定等により３０％を下回る率を使用する場合は「α」に使用する率を記載して下さい。
｛文書番号｝　
平成　　年　　月　　日　
支出負担行為担当官

総務省大臣官房会計課企画官　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
平成２３年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」実施計画変更承認申請書

標記の研究開発について実施計画を変更したいので、契約書第１４条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。
記
１　契約締結日及び委託額

平成＊＊年＊＊月＊＊日

金 **,***,***円（消費税及び地方消費税を含む）
２　研究開発の進ちょく状況
３　計画変更の内容
４　計画変更の理由
５　計画変更が研究開発に及ぼす効果等
６　計画変更後の経費の内訳

{文書番号}　

平成　年　月　日　

支出負担行為担当官

総務省大臣官房会計課企画官　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
平成２３年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」研究担当者異動承認申請書

平成　年　月　日付け平成　　年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」研究開発委託契約に基づく研究担当者の変更について、契約書第１５条第２項に基づき、下記のとおり申請します。
記

１　研究課題名：「　　　　　」（受付番号）
２　変更内容（変更前及び変更後を対比して記載）
３　変更時期：平成＊＊年＊＊月＊＊日

４　変更理由

５　当該変更が研究開発に及ぼす効果等
以上　
{文書番号}　

平成　年　月　日　

支出負担行為担当官

総務省大臣官房会計課企画官　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
平成２３年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」委員会設置届出書
平成　年　月　日付け平成　　年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」研究開発委託契約に基づく委員会の設置について、契約書第１５条第３項に基づき、下記のとおり届け出ます。
記

１　研究課題名：「　　　　　」（受付番号）
２　設置する委員会名

３　構成員

４　設置時期：平成＊＊年＊＊月＊＊日

５　設置理由

以上　
{文書番号}　

平成　年　月　日　

支出負担行為担当官

総務省大臣官房会計課企画官　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
平成２３年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」委員会委員異動届出書

平成　年　月　日付け平成　　年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」研究開発委託契約に基づく委員会委員の異動について、契約書第１５条第３項に基づき、下記のとおり届け出ます。
記

１　研究課題名：「　　　　　」（受付番号）
２　委員会名

３　異動内容

４　異動時期：平成＊＊年＊＊月＊＊日

５　異動理由

以上

{文書番号}

平成　年　月　日　

支出負担行為担当官

総務省大臣官房会計課企画官　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
契　約　者　等　異　動　報　告　書

平成　　年　　月　　日付け平成　　年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」研究開発委託契約に基づく契約者等の異動について、契約書第１６条に基づき、下記のとおり報告します。
記

１　異動内容：

２　異動時期：平成　　年　　月　　日

３　異動理由

以上　
｛文書番号｝　
平成　　年　　月　　日　
官署支出官

総務省大臣官房会計課長　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
平成２３年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」概算払請求書
標記の経費を下記のとおり請求します。
記
１　請求金額

２　内訳

別紙「概算払い請求内訳書」のとおり

３　概算払を請求する事由

別紙

概算払請求内訳書

（単位：円）

	項　目
	委託額
	支出
見込額
	既受領額
	請求額
	残額

	Ⅰ　物品費


	
	
	
	
	

	Ⅱ　人件費


	
	
	
	
	

	Ⅲ　その他経費


	
	
	
	
	

	小計：直接経費

（Ⅰ～Ⅲの総額）
	
	
	
	
	

	Ⅳ　間接経費


	
	
	
	
	

	Ⅴ　総　額

（Ⅰ～Ⅳの和）
	
	
	
	
	


｛文書番号｝　
平成　　年　　月　　日　
支出負担行為担当官

総務省大臣官房会計課企画官　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
平成２３年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」実績報告書
標記の研究開発の実績について、契約書第１８条の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　契約締結日及び委託額
平成＊＊年＊＊月＊＊日

金 **,***,***円（消費税及び地方消費税を含む）
２　実施した研究開発の概要
３　研究開発に要した経費
１）支出総額総括表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項　目
	契約額
	流用額
	流用後額
	支出実績額
	受けるべき
委託金の額

	Ⅰ　物品費
	
	
	
	
	

	Ⅱ　人件費
	
	
	
	
	

	Ⅲ　その他経費
	
	
	
	
	

	小計：直接経費

（Ⅰ～Ⅲの総額）
	
	－
	
	
	

	Ⅳ　間接経費
	
	－
	
	
	

	Ⅴ　総額（Ⅰ～Ⅳの和）
	
	－
	
	
	


２）支出内訳
（単位：円）

	項　　目
	積　算　内　容
	　金額（円）

	Ⅰ　物品費＜税込み＞


	（例）

	

	１　備品費
	機器名　　　　(単価・個数を記載)
	**,***

	２　消耗品費
	機器名　　　　(単価・個数を記載)
	**,***

	３　保守費
	機器名　　　　(単価・個数を記載)
	**,***

	４　改造修理費
	機器名　　　　(単価・個数を記載)
	**,***

	５　リース・レンタル費
	機器名　　　　(単価・個数・期間を記載)
	**,***

	小　計
	
	①   ***,***,***

	Ⅱ　人件費＜税込み＞


	
	

	１　研究員費
	○○　○○（研究者氏名）　　　　*,***円　×***時間　×1.05
○○　○○（研究者氏名）　　　　*,***円　×***時間　×1.05
	**,***
**,***

	２　研究補助員費
	○○　○○（研究補助員氏名）　　*,***円　×***時間　×1.05
○○　○○（研究補助員氏名）　　*,***円　×***時間　×1.05
	**,***
**,***

	小　計
	
	②   ***,***,***

	Ⅲ　その他経費＜税込み＞


	
	

	１　光熱水料
	光熱費　　　　　 *,***円　×○ヵ月
	  **,***

	２　旅費・交通費
	(東京－大阪間) 　*,***円　×*人・回
	  **,***

	３　設備施設料
	*,***円　×**時間
	  **,***

	４　委員会経費
	*,***円　×**人
	  **,***

	５　委員調査費
	○○○○に関する調査　　*,***円
	  **,***

	６　報告書作成費
	印刷・製本代等
	  **,***

	７　その他特別費
	研究協力者謝金　　*,***円　×***人　

学会参加費　　　　*,***円
	  **,***

  **,***

	小　計
	
	③   ***,***,***

	直接経費＜税込み＞
	Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ
	④＝①＋②＋③


（単位：円） 
	Ⅳ　間接経費＜税込み＞
	直接経費の３０％を上限に使用した実績額を記載
	⑤＝④×α％


（単位：円）

	Ⅴ　総額＜税込み＞
	Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ             　　　 (端数切捨しない)
	⑥＝④＋⑤


(注1) Ⅰ～Ⅲの各項目の金額は、消費税込みの額を記入して下さい。

(注2) 人件費の時間単価は、原則として総務省が別に通知する人件費標準単価表を用いること。標準単価表を用いない場合の時間単価については、時間単価の根拠となる資料を添付すること。

(注3) 人件費や海外での宿泊費・交通費など、実際には消費税のかからない「日本国内の課税取引に係る仕入れ額以外の仕入れ額」であっても消費税５％を加算して記入して下さい。

(注4) 間接経費は直接経費の３０％が上限です。使用した実績額を記載してください。ただし、間接経費の受取を辞退する場合は「0」を記載してください。
｛文書番号｝　
平成　　年　　月　　日　
官署支出官

総務省大臣官房会計課長　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
平成２３年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」精算払請求書
標記の経費を下記のとおり請求します。
記
１　請求金額

取得財産
管理台帳

取得財産明細表
平成２３年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」
	財産名
	規格
	数量
	単価
(税込)
	金額
（税込）
	取得年月日
	保管場所
	備考

	
	
	
	円

	円

	
	
	


｛文書番号｝
平成　　年　　月　　日　
支出負担行為担当官
総務省大臣官房会計課企画官　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
外　部　発　表　投　稿　票
平成　　年　　月　　日付け平成　　年度｛契約番号｝「｛委託研究課題名｝」研究開発委託契約に基づく委託業務の研究成果について、発表又は公開しますので、契約書第３０条第２項の規定に基づき、投稿論文、報道発表資料等を添付して、下記のとおり報告します。
記

	　発　表　題　名
	

	発    表    者
所          属
	

	　発　　表　　日
	          年      月      日
	□発表確定日　□発表予定日

	
	
	□現在投稿中（採否未定）

	発表分類の選択

(○を付ける)
	1.研究論文

2.外国発表予稿等
3.収録論文
	4.学術解説等

5.外部機関誌論文

6.著書等
	7.一般口頭発表

8.報道発表

9.その他資料
	10.展示会(社外)

11.展示会(社内)

12.標準化提案

13.その他



	発表分類の詳細
	［記載内容］

１．学会、会議、投稿機関の名称（フルネーム）及び分野（研究会名称等）
２．開催地や発表場所
３．開催期間、その他

	　発　表　概　要
	

	　研究活動との
関係

	

	産業財産権処理
状況(出願予定日、

出願番号等)

	


｛文書番号｝
平成　　年　　月　　日　
支出負担行為担当官

総務省大臣官房会計課企画官　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
平成２３年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」封印申請書
標記の研究開発について、既に所有している産業財産権を受ける権利等の封印を行いたいので、契約書第３４条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。

記
１　封印事項
平成　年　月　日付け研究開発委託契約「　　　　　　　　　　　　　　　」

の締結時における当機関所有の当該開発に係る技術情報
２　封印の実施
○○
を代理人として封印を行う。
３　封印後の保管

封印文書は、○○
において総務省の指示があるまで責任をもって保管する。

添付する文書
　(1)　封印物のリスト　　　　　　別紙１参照
(2)　封印実施者への委任状　　　別紙２参照
別紙１
封印物のリスト
研究開発課題「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
	整理番号
	技術情報の名称
	関連資料の名称又は番号等

	
	◯◯◯◯の製造条件
	1234(スペック)

	
	◯◯◯◯の製造法
	◯◯技法第◯号

	
	△△△△の製造法
	321A(図面)

	
	
	

	
	
	

	
	◯◯△△の製造法
	特許出願準備中


	
	
	

	
	
	

	
	
	


別紙２
平成　　年　　月　　日
委　　任　　状
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
平成　　年　　月　　日付け平成　　年度{契約番号}研究開発委託契約に基づく研究開発課題「　　　　　　　　」の締結時における、当機関所有の当該開発に係る技術情報の封印に関し（　氏　名　）を代理人と定め、下記のとおり権限を委任する。
記
１　権　限　　　上記封印に関する一切の権限
２　実施者

｛文書番号｝　
平成　　年　　月　　日　
支出負担行為担当官

総務省大臣官房会計課企画官　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
知　的　財　産　権　確　認　書
｛名称｝（以下「乙」という。）は、総務省（以下「甲」という。）に対し平成　　年　　月　　日付け平成２３年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」研究開発委託契約について、下記の通り確認しますので、契約書第３５条第１項の規定に基づき届け出ます。
記
１　乙は、平成　　年度「｛委託研究課題名｝」（以下「本研究開発」という。）に係る研究成果又はコンテンツを得た場合には、遅滞なく、当該研究開発委託契約書の規定に基づいて、その旨を甲に報告する。

２　乙は、甲が公共の利益のために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求める場合には、無償で本研究開発の研究成果等に係る知的財産権を実施する権利を甲に許諾するものとし、甲は乙の許諾を得ずに当該権利を第三者に実施させることができる。

３　乙は、当該知的財産権を相当期間活用していないと認められ、かつ、当該知的財産権を相当期間活用していないことについて正当な理由が認められない場合において、甲が当該知的財産権の活用を促進するために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求めるときは、当該知的財産権を実施する権利を第三者に許諾する。

４　乙は、上記２に基づき甲に利用する権利を許諾した場合には、甲の円滑な権利の利用に協力する。

５　乙は、甲が上記３に基づき、当該知的財産権を相当期間活用していないことについて理由を求めた場合には甲に協力するとともに、遅滞なく、理由書を甲に提出する。
６　乙は、甲以外の第三者に当該知的財産権の移転又は当該知的財産権についての専用実施権（仮専用実施権を含む。）若しくは専用利用権の設定その他日本国内において排他的に実施する権利の設定若しくは移転の承諾（以下「専用実施権等の設定等」という。）をするときは、合併又は分割により移転する場合及び次のイからハまで規定する場合を除き、あらかじめ甲の承認を受ける。

イ　乙が株式会社である場合に、乙がその子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号に規定する子会社をいう。）又は親会社（同条第４号に規定する親会社をいう。）に当該知的財産権の移転又は専用実施権等の設定等をする場合

ロ　乙が承認ＴＬＯ（大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律（平成１０年法律第５２号）第４条第１項の承認を受けた者（同法第５条第１項の変更の承認を受けた者を含む。）をいう。）又は認定ＴＬＯ（同法第１２条第１項又は同法第１３条第１項の認定を受けた者をいう。）に当該知的財産権の移転又は専用実施権等の設定等をする場合

ハ　乙が技術研究組合である場合に、乙がその組合員に当該知的財産権の移転又は専用実施権等の設定等をする場合
以上　

｛文書番号｝　
平成　　年　　月　　日　

支出負担行為担当官

総務省大臣官房会計課企画官　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
産　業　財　産　権　出　願　報　告　書

平成　　年　　月　　日付け平成２３年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」研究開発委託契約に基づく開発項目「　　　　　　　　」について、下記のとおり産業財産権の出願を行いましたので、契約書第３７条第１項の規定に基づき報告します。
記
１　出願国
２　出願に係る産業財産権の種類

３　得られた研究成果等の名称
４　出願日
５　出願番号
６　出願人
７　代理人
８　優先権主張

｛文書番号｝　
平成　　年　　月　　日　
支出負担行為担当官

総務省大臣官房会計課企画官　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
産　業　財　産　権　報　告　書
平成　　年　　月　　日付け平成２３年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」研究開発委託契約に基づく開発項目「　　　　　　　　」に係る産業財産権の登録等の状況について、契約書第３７条第３項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　出願等に係る産業財産権の種類
２　得られた研究成果等の名称
３　出願日
４　出願番号
５　出願人
６　代理人
７　登録日
８　登録番号
｛記号番号｝
平成　　年　　月　　日　
支出負担行為担当官

総務省大臣官房会計課企画官　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
著　作　物　報　告　書
平成　　年　　月　　日付け平成２３年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」研究開発委託契約に基づく開発項目「　　　　　　　　」に係る著作物について、契約書第３７条{第４項又は第５項}の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　著作物の種類

２　著作物の題号
３　著作者の氏名（名称）
４　著作物の内容

｛文書番号｝　
平成　　年　　月　　日　
支出負担行為担当官

総務省大臣官房会計課企画官　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
知　的　財　産　権　実　施　届　出　書
平成　　年　　月　　日付け平成２３年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」研究開発委託契約に基づく開発項目「　　　　　　　　」について、下記のとおり実施しましたので、契約書第３７条第６項の規定に基づき届け出ます。
記
１　実施した知的財産権
	知的財産権の種類

及　び　番　号

	知 的 財 産 権 の 名 称


	
	


２　実施（第三者は実施許諾した場合）
	自己・第三者



｛文書番号｝　
平成　　年　　月　　日　
支出負担行為担当官

総務省大臣官房会計課企画官　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
知　的　財　産　権　移　転　承　認　申　請　書

平成　　年　　月　　日付け平成２３年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」研究開発委託契約に基づく開発項目「　　　　　　　　」に係る知的財産権について、下記のとおり移転を行いますので、契約書第３８条第２項の規定に基づき、下記のとおり申請します。
記
１　知的財産権の種類

２　知的財産権の名称

３　移転先

４　承認を受ける理由
（以下のいずれかを選択するとともに、別紙にて、その具体的な理由を記載する。）

　（１）移転先（移転先から実施許諾を受ける者を含む。以下同じ。）が国内事業活動（製品の製造、製品化に向けた応用・開発研究、サービスの提供等）において当該知的財産権を利用するため

　（２）移転先が海外事業活動において当該知的財産権を利用することにより、我が国に利益がもたらされるため

　（３）その他
｛文書番号｝　
平成　　年　　月　　日　
支出負担行為担当官
総務省大臣官房会計課企画官　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
知的財産権移転通知書
平成　　年　　月　　日付け平成　　年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」研究開発委託契約に基づく開発項目「　　　　　　　　」に係る知的財産権について、契約書第３８条第３項の規定に基づき、下記のとおり通知します。
記
１　移転した知的財産権の種類

２　移転した知的財産権の名称

３　移転先

４　当該移転が認められる理由（以下のいずれかを選択する。）

（１）契約書第３８条第２項の規定に基づき、国の承認を受けたため（承認書の写しを添付する。）

（２）以下の理由により承認が不要であるため（さらに以下のいずれかの理由を選択する。）

イ　子会社又は親会社への移転であるため

ロ　承認ＴＬＯ又は認定ＴＬＯへの移転であるため

ハ　技術研究組合から組合員への移転であるため

ニ　合併又は分割による移転であるため

｛文書番号｝　
平成　　年　　月　　日　
支出負担行為担当官

総務省大臣官房会計課企画官　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
知的財産権専用実施権等設定承認申請書
平成　　年　　月　　日付け平成２３年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」研究開発委託契約に基づく開発項目「　　　　　　　　」に係る知的財産権について、下記のとおり専用実施権等を設定したいので、契約書第３９条第２項の規定に基づき、下記のとおり申請します。
記
１　専用実施権等
を設定しようとする知的財産権について
	知的財産権の種類
、

番号
及び名称

	専用実施権等の範囲（地域・期間・内容）

	
	


２　専用実施権等の設定を受ける者

３　承認を受ける理由
（以下のいずれかを選択するとともに、別紙にて、その具体的な理由を記載する。）
（１）移転先（移転先から実施許諾を受ける者を含む。以下同じ。）が国内事業活動（製品の製造、製品化に向けた応用・開発研究、サービスの提供等）において当該知的財産権を利用するため

　（２）移転先が海外事業活動において当該知的財産権を利用することにより、我が国に利益がもたらされるため

　（３）その他
｛文書番号｝　
平成　　年　　月　　日　
支出負担行為担当官
総務省大臣官房会計課企画官　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
知的財産権専用実施権等設定通知書
平成　　年　　月　　日付け平成　　年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」研究開発委託契約に基づく開発項目「　　　　　　　　」に係る知的財産権について、契約書第３９条第３項の規定に基づき、下記のとおり通知します。
記
１　専用実施権等
を設定した知的財産権について
	知的財産権の種類
、
番号
及び名称

	専用実施権等の範囲（地域・期間・内容）

	
	


２　専用実施権等の設定を受けた者

３　当該専用実施権等の承認が認められる理由（以下のいずれかを選択する。）
（１）契約書第３９条第２項の規定に基づき、国の承認を受けたため（承認書の写しを添付する。）
（２）以下の理由により承認が不要であるため（さらに以下のいずれかの理由を選択する。）

イ　子会社又は親会社への専用実施権等の設定であるため

ロ　承認ＴＬＯ又は認定ＴＬＯへの専用実施権等の設定であるため

ハ　技術研究組合から組合員への専用実施権等の設定であるため

｛記　号　番　号｝　
平成　　年　　月　　日　
支出負担行為担当官

総務省大臣官房会計課企画官　殿
｛住　　　　　所｝
｛名　　　　　称｝
｛契 約 者 氏 名　　印｝
知　的　財　産　権　放　棄　報　告　書
平成　　年　　月　　日付け平成２３年度{契約番号}「｛委託研究課題名｝」研究開発委託契約に基づく知的財産権の放棄について、契約書第４０条の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１　放棄する知的財産権の種類
及び番号

２　放棄する知的財産権の名称

３　当該知的財産権の放棄予定日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

官署支出官

　総務省大臣官房会計課長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　印

口　座　登　録　依　頼　書

	届出区分

（該当に○印）
	新規・変更
	変更の場合は旧債主コードを記入

	
	
	旧債主コード
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	口座名義
	フリガナ
	

	
	氏　名
	

	住　所
	郵便番号
	

	
	フリガナ
	

	
	漢　　字
	

	銀行等名称
	銀行

金庫　　　　　　　　支店　　　　（出張所）

農協



	預金種別

（該当に○印）
	①普通預金（総合口座）　②当座預金　③通知預金　④別段預金

	口座番号
	　　　　　銀行番号　　　　　　　支店番号　　　　　　　口座番号

　―――　　　　　　　　　―――

	所　　属

	職　員
	　　　　　　　　局　　　　　　　　課（室）

	
	委員等
	

	
	法　人
	


� 中止の場合は、中止後の措置を含めて、この様式に準じて記載


� 新旧対比により作成


� 本申請により研究体制に変更が生じるときは、新たな研究体制説明書を添付すること。また、研究担当者を新たに追加するときは、当該研究担当者の経歴説明書を添付すること。


�氏名、所属及び役職を記載すること


� 単位は円とし、算用数字を用いること。


� 単位は円とし、算用数字を用いること。


� 対象となる取得財産（ソフトウェアを含む。）は、原型のまま比較的長期の反復使用に耐える物品とする。


� 台帳は各機関で保管し、明細表だけを提出すること。


� 研究活動との関係には、関係する開発項目などを記載して下さい。


� 関連出願は、原則として発表前に済ませておいて下さい。


� 所属及び氏名を記載


� 機関名を記載


� 出願準備中のものは関連資料の封印を行う。


� 役職名、氏名及び使用印鑑


� 申請の場合、この様式に準じて記載。


� 特許協力条約に基づく国際出願の場合は「PCT国際出願」と記載する。


� 優先権主張については、優先権主張（次のいずれに該当するか）の別、優先権主張番号及び優先日を記載する。


 (1) 国内優先権主張：特許法第４１条第１項若しくは実用新案法第８条第１項の規定による優先権主張又は受託者の属する国の知的財産権に関する法律で定める優先権主張


 (2) パリ条約で定める優先権主張


� プログラム、データベース又はコンテンツの別を記載


� 本届出書には、契約書第３５条、第３６条、第３７条、第３９条及び第４０条の規定の適用に支障を与えないことが分かる書面（譲渡契約書の写し等）を添付すること


� 特許権、実用新案権、意匠権、回路配置利用権又は著作権のうち、該当するものを記載


� 出願番号、登録番号等がある場合にはそれらも含む


� 社名、住所、連絡先、代表者、担当者等


� 特許権、実用新案権、意匠権、回路配置利用権又は著作権のうち、該当するものを記載


� 出願番号、登録番号等がある場合にはそれらも含む


� 社名、住所、連絡先、代表者、担当者等


� 特許権、実用新案権、意匠権、回路配置利用権又は著作権のうち、該当するものを記載


� 当該種類に係る設定登録番号又は設定登録の出願若しくは申請番号を記載


� 以下の該当する（１）～（３）の事項を記載する


（１）発明、考案又は意匠については、当該発明、考案、意匠に係る物品の名称


（２）回路配置については、回路配置を用いて製造した半導体集積回路の名称及び当該半導体集積回路の分類（構造、技術、機能）


（３）プログラム等又はコンテンツにあっては、技術上の成果の名称


（４）プログラム等及びコンテンツを除く著作物については、その名称


� 契約者又は経理責任者等の氏名及び押印


� 記載不要





� 特許権、実用新案権、意匠権、回路配置利用権又は著作権のうち、該当するものを記載


� 当該種類に係る設定登録番号又は設定登録の出願若しくは申請番号を記載


� 以下の該当する（１）～（３）の事項を記載


（１）発明、考案又は意匠については、当該発明、考案、意匠に係る物品の名称


（２）回路配置については、回路配置を用いて製造した半導体集積回路の名称及び当該半導体集積回路の分類（構造、技術、機能）


（３）プログラム等又はコンテンツにあっては、技術上の成果の名称


� 自己又は第三者のいずれかを○で囲む


� 具体的な理由を、以下の要領に従って記載すること。


①理由が（１）の場合


国内事業活動の内容を、以下の観点等を適宜用いて具体的に説明する。（用いる観点は、以下に限定されるものではない。）


・当該知的財産権を利用した製品の製造、製品化に向けた応用・開発研究、サービスの提供等の実績または具体的な計画


・当該知的財産権に類する技術を用いた製品の製造またはサービスの提供の実績　等


②理由が（２）の場合


海外事業活動の内容を、以下の観点等を適宜用いて具体的に説明する。（用いる観点は、以下に限定されるものではない。）


・当該知的財産権を利用した製品の製造、製品化に向けた応用・開発研究、サービスの提供等の実績または具体的な計画


・当該知的財産権に類する技術を用いた製品の製造またはサービスの提供の実績　等


さらに、当該知的財産権の利用により、我が国に利益がもたらされることが明確であることを、以下の観点等を適宜用いて具体的に説明する。（用いる観点は、以下に限定されるものではない。）


・移転元の経営戦略における当該移転の位置づけ（国際分業戦略等）


・当該移転により移転元及び我が国にもたらされる利益の見込み　等


③理由が（３）の場合


当該知的財産権の移転が必要である理由を、具体的に説明する。


� 特許法第７７条に規定する専用実施権、実用新案法第１８条に規定する専用実施権、意匠法第２７条に規定する専用実施権、半導体集積回路の回路配置に関する法律第１６条に規定する専用利用権


著作物の著作権については、著作物を排他的に利用する権利であって、かつ、著作権者自らは、他者への利用許諾に係る利用方法及び条件の範囲内において利用しないことを定めている権利をいう


� 特許権、実用新案権、意匠権、回路配置利用権又は著作権のうち、該当するものを記載


� 当該種類に係る設定登録番号を記載。ただし、設定登録がなされる前の権利であって、設定登録後に専用実施権等を設定することを前提に承認申請を行う場合には、出願番号又は申請番号を記載


著作権については、登録の申請を行っている場合は登録番号を、行っていない場合には管理番号（管理番号を付している場合）を記載


� 特許権については発明の名称、実用新案権については考案の名称、意匠権ついては意匠に係る物品、回路配置利用権については、設定登録の申請に係る回路配置を用いて製造した半導体集積回路の名称及び分類を記載


また、著作物に係る著作権については、著作物の題号を記載


� 名称、住所、代表者、担当者及び連絡先を記載


� 具体的な理由を様式１７－１の要領に従って記載


� 特許法第７７条に規定する専用実施権、実用新案法第１８条に規定する専用実施権、意匠法第２７条に規定する専用実施権、半導体集積回路の回路配置に関する法律第１６条に規定する専用利用権


著作物の著作権については、著作物を排他的に利用する権利であって、かつ、著作権者自らは、他者への利用許諾に係る利用方法及び条件の範囲内において利用しないことを定めている権利をいう


� 特許権、実用新案権、意匠権、回路配置利用権又は著作権のうち、該当するものを記載


� 当該種類に係る設定登録番号を記載。ただし、設定登録がなされる前の権利であって、設定登録後に専用実施権等を設定することを前提に承認申請を行う場合には、出願番号又は申請番号を記載


著作権については、登録の申請を行っている場合は登録番号を、行っていない場合には管理番号（管理番号を付している場合）を記載


� 特許権については発明の名称、実用新案権については考案の名称、意匠権ついては意匠に係る物品、回路配置利用権については、設定登録の申請に係る回路配置を用いて製造した半導体集積回路の名称及び分類を記載


また、著作物に係る著作権については、著作物の題号を記載


� 名称、住所、代表者、担当者及び連絡先を記載
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